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１ 森林・林業再生プランの概要

◆◆再生プランの目ざすところ◆◆

・林業・林産業の再生を、環境をベースとした成長戦略の中に位置付け、木材の

安定供給力の強化を軸にした対策により雇用も含めた地域再生を図る。

・森林計画制度等の制度面から路網・作業システム整備、人材育成などの実践

面も含め、森林・林業政策を全面的に見直す。

木材自給率５０％ (2020年までに )
【木材生産1,800万ｍ3→4,000万～

5,000万ｍ3】

■林業経営・技術の高度化

・質･量ともに、外材に負けない効率的な加

■森林資源の活用 ■制度面での改革、予算関係
・補助金・予算の見直しは2010年6月、他は原
則として2010年11月までに結論
・森林・林業基本計画に反映

グ
・先進的林業機械の導入、普及

○路網・作業システム ○国産材の加工・流通構造

・森林の現状を把握するための森林資源モニタ
リング調査等森林情報の整備 公表

質 量ともに、外材に負けない効率的な加
工･流通体制の整備
・大ロット需要先への供給体制の整備

・木材利用の多角化や新たな木質部材開
発に向けた研究・技術開発の推進

・公開ヒアリングを開催
先進 林業機械 導入、普及
・作業道作設に関する新たな指針の創設

・生産性の高い機械利用を前提とした路
網体系の理論・技術の整理・普及

・理論・技術の整理（作業システム、機械、
森づくり、間伐方法等）

○森林情報の整備、森林計画制度の
見直し、経営の集中化

リング調査等森林情報の整備・公表
・森林計画制度の見直しによる適切な森林管理
の確保
・経営意欲のある者への経営の集中化の促進
策の導入
管理放棄地 対する ネ ト体制（

・地域の森林管理の主体として森林組合

○森林組合改革・民間事業体
サポート

森づくり、間伐方法等）

・地域材住宅の推進とそれを支える技術の
標準化、木造設計を担える人材の育成
・公共施設等への木材利用の推進

○木材利用の拡大

・管理放棄地に対するセーフティネット体制（公
的森林整備）の確立

地域の森林管理の主体として森林組合
の役割の明確化
・員外利用の厳格化
・会計制度の見直し
・民間事業体の育成強化

・森林資源の循環利用を念頭においた伐採・更
確

○伐採・更新のルール整備

公共施設等 の木材利用の推進
・バイオマス利用の理論・技術の整理と着
実な普及体制の整備
・環境貢献度の「見える化」などによる国産
材の信頼性の向上

・補助金の見直し（メニューの簡素化、補助金の

■国民の財産を活かす
新対策の整備（大規模皆伐の抑止・確実な植
林の確保対策等）

・理論・技術、研修・普及体制の整理

○日本型フォレスター制度の創
設・技術者等育成体制の整備 ○国有林の技術力を活かした

セーフティネット
○補助金・予算の見直し

・公益重視の管理経営のより一層の推進
・民有林への指導やサポート、森林･林業
政策への貢献

透明性・公平性の確保、長伐期化への誘導）
・路網、機械への補助は、理論・技術の習得と
あわせて実施
・予算の見直し

・フォレスター育成システムの確立

・現場技術者、路網設計者、オペレーター
を体系的に育成する制度整備

1



H22 H23H21

２ 主要課題の実施スケジュール

12
月

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10
月

11
月

12
月

1月 2月 3月

第1回
会合

会合
推進
本部

会合（検討状況に応じて随時開催）

実
践
的

検
討

【課題の整理】
路網・作業システム
森林組合改革・民間事業体サポート

創 等 育成
事業実施に向け、要求内容の

概
算
要

Ｈ
23
年

会合
会合

本部
会合（検討状況に応じて随時開催）

ＰＤＣＡ

的
課
題
へ
の
対
応

討
委
員
会
設
置

森
林
・
林
業 作業道の基準 研修マニュアル等については H22年度中に対応策について

日本型フォレスター制度の創設等人材育成
国産材の加工・流通構造
国産材の利用拡大

事業実施に向け、要求内容の
具体化について検討

H23予算要求に向けて対応策を検討

要
求

年
度

制
度 検 最

終

業
再
生
プ
ラ
ン
策

作業道の基準、研修マニュアル等については、H22年度中に対応策について
とりまとめ、順次実施

【課題の整理】

森林情報の整備、森林計画制度
中
間度

的
課
題
へ
の
対
応

検
討
委
員
会
設
置

終
と
り
ま
と
め

定
森林情報の整備、森林計画制度
の見直し、林地の流動化
伐採・更新のルール整備

施策の骨格を検討

施策の具現化を図
るための手法を検討

間
と
り
ま
と
め

補助金・予算の見直し

反映 反映

森林・林業基本計
画中間とりまとめ

森林・林業基本計画
素案策定

検討
森林・林業基本
計画

パブ
コメ

閣議
決定

反映 反映

検討
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現 状 対処すべき課題 推進方向（案）

３ 国産材の加工・流通・利用段階における課題と推進方向（案）

●国産材の加工・流通構造の改
革
・川上から川中・川下までのマッ
チング機能を備えた商流・物流

○需要者のニーズに対応でき
ていない供給体制
・需要者のニーズ等に対応した
木材供給体制が不十分

○原料転換に必要な施設整備
へ支援中

○施設整備や中核工場と中小

現状の施策

○外材に打ち勝つ
ための国産材の加
工・流通体制の改
革は途上

・需要動向(木材市況)に左右され
にくい安定的取引
・適正な工場の配置による安定
供給体制の整備

木材供給体制が不十分
・川上と川下の需給のミスマッチ
が発生
・製材工場、合板工場、集成材
工場などの地域による偏在

○施設整備や中核工場と中小
工場の連携促進等への支援中

○公共建築物等の
木材利用の促進等

●住宅や公共建築物等への木
材利用の推進
・木造建築に関する人材育成や
新たな木質部材の開発

○流通構造が小規模・分散・
多段階
・外材に比べ流通構造が複雑

○長期優良住宅に対応した製品
開発等への支援中

○木造建築設計の担い手育成
を実施予定木材利用の促進等

により住宅・建築分
野での木材の利用
拡大を一層図る必
要

・法律の制定を通じた公共建築
物等における木材利用の拡大

●バイオマス等の利用促進

間伐材などのバイオマス利用

なため流通が高コスト構造

○公共建築物等の木造率が
低位

○「公共建築物木材利用促進
法」案を今通常国会に提出
予定

○木質バイオマスや製紙用

○住宅・建築分野以
外での木質バイオ

・間伐材などのバイオマス利用、
製紙等への利用の推進
・石炭火力発電所における石炭と
間伐材の混合利用の促進
・木材利用の多角化に向けた研

低位
・建築物全体の３６.１％に対し、
公共建築物の木造率は７.5％

○毎年２０００万 ３の林地残

○木質バイオマスや製紙用
チップの安定供給体制整備
へ支援中

○コンクリート型枠等国産材へ
の原料転換を行うための技
術開発への支援を開始予定

外での木質バイオ
マスや新たな用途
への利用拡大対策
が必要

究・技術開発等の推進

●木材利用に対する国民理解の
醸成
・環境貢献度の「見える化」などに

○毎年２０００万ｍ３の林地残
材が発生
・路網整備や効率的な作業シ
ステムによる低コスト化の遅れ
等から山に放置されている状

○「木づかい運動」、「木育」に
より、国産材利用の意義等
について普及・啓発中
○「見える化」のマニュアル作・環境貢献度の「見える化」などに

よる国産材の信頼性の向上

等から山に放置されている状
況

○「見える化」のマニュアル作
成等を実施中

○合法木材の供給体制整備と
普及・拡大中
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国産材の加工・流通・利用における課題について

グマッチング機能、
安定的取引が必要

評
価

中間土場の活用

（従来）

原木市場

原木市場

川
下
か
ら
の

価
機
関
に
よ
る 木材関連工場 木材関連工場

施設整備の在り方に
いての検討が必要

原木市場

プ

原木市場
の
需
要
情
報
の

る
「見
え
る
化
」

チップ工場等

木材関連工場
の集積地域

木材関連工場
の少ない地域

ついての検討が必要

プレカット工場
製品市場

技術開発

の
伝
達
が
不
十

情報の集積
」の
推
進
が
必

燃料や製紙用チップ、ペレット

工務店、ハウスメーカー

製品開発
十
分

必
要

人材育成

木くず焚きボイラー等

法制度の整備多角的
利用促進

（国産材への原料転
換等の技術開発）

間伐材を使用したコンク
リート型枠用合板の開発 公共建築物等

新たな製品規格の必要性 4



４ 木材産業を取り巻く最近の状況

（１）国産材シェアの低下

○ 昭和３０年代の木材輸入の段階的な自由化を経て、国産材需要の大宗を占める製材用材について、国産材の
シェアが徐々に低下。主な要因としては、１）高度成長期における旺盛な需要に応えるための外材輸入、２）昭和
６０年のプラザ合意以降の円高を背景とした輸入量の増大、３）プレカット加工の進展や平成７年の阪神・淡路大
震災を契機とした品質・性能へのニーズの高まりなど。

○ 近年、木材（用材）供給量は、８千万ｍ3程度、うち国産材は１千８百万ｍ3程度で推移。

○ 新設住宅着工戸数は、１２０万戸程度（うち木造住宅は５０万戸台）で推移していたが、平成２０年は米国発の金
融危機等の影響により、１０９万戸程度と低位。平成２１年は４５年ぶりの８０万戸割れ。

(万ｍ3) (％)プラザ合意高度成長期 阪神・淡路大震災

○ 製材用および合板用需要は、新設住宅着工に大きく連動。

○新設住宅着工戸数と製材用及び合板用木材需要の推移○木材（用材）供給量の推移

（千戸） (万m3）

80 

90 

100 

10 000

12,000

14,000

木

9,926

11,192

11,116

9 290

10,268
9,637

10,896

10 000

12,000

1,600 

1,800 

2,000 
非木造

木造

製材用及び合板用需要量

（千戸）

1,672

4,328

4 268
4,240

1,911

3,201

2,844 4,793

6,314

6,322
50 

60 

70 

6,000

8,000

10,000
木
材
（
用
材
）
自
給
率

木
材
（
用
材
）
供
給
量

輸入丸太

輸入製品
木材(用材）自給率

9,290

7,053

5,655

4 528
6,000

8,000

10,000

800 

1,000 

1,200 

1,400 

4,279 4,901 5,038 4,624
3 458

3,456 3,307
2 937

197

667

1,672 4,268

3,139

3,386

2,587

1,802 762

5,161

10

20 

30 

40 

2,000

4,000

国産材

4,528

2,000

4,000

6,000

0 

200 

400 

600 

3,458 2,937
2,292

1,802 1,873

0 

10 

0

S30 35 40 45 50 55 60 H2 7 12 17
（年）20

,

S4
5 46 47 48 49 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63

H
元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21

資料：林野庁「木材需給表」、国土交通省「住宅着工統計」

資料：林野庁「木材需給表」
注：数値の合計値は、四捨五入のため計と一致しない場合がある。

H14自給率：18.2% H20自給率：24.0%
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（２）人工林資源の充実

○ 我が国の森林面積は約２５百万haで、このうち人工林は約１０百万haで推移。

○ スギ、ヒノキを中心とする人工林資源が充実し、現在、利用可能な高齢級（概ね５０年以上の林齢）の森林の占
める割合は約４割。現状のまま１０年間推移すれば約６割に倍増。める割合は約４割。現状のまま１０年間推移すれば約６割に倍増。

○ 森林の蓄積については、伐採量や林地残材など伐採を差し引いても増加している 。

○人工林の齢級別面積（平成１９年３月３１日現在）

○森林面積の推移

○人工林の齢級別面積（平成１９年３月３１日現在）

高齢級の森林約４割

2 517 2 522 2 526 2 528 2 526 2 515 2 512 2 510

3,000 その他

天然林

(万ha)

現状のまま10年
間推移した場合

約６割

1,551 1,444 1,444 1,399 1,367 1,352 1,338 1,335 1,338

173 192 145 139 137 136 137 141 137
2,517 2,522 2,526 2,528 2,526 2,521 2,515 2,512 2,510

1 500

2,000

2,500

天然林

人工林

資料：林野庁業務資料
注：１）齢級は、林齢を５年ごとに区分したもので、１齢級は１～５年生、

２齢級は６～１０年生、以下同様である。

793 886 938 990 1,022 1,033 1,040 1,036 1,035500

1,000

1,500

ス ギ 450 

ヒノキ 260

その他 （万 ３）

○ 森林の蓄積量と供給量の推移

資料：林野庁業務資料「森林資源の現況（H19.3.31)」

0

S41 S46 S51 S56 S61 H2 H7 H14 H19

その他 325

（年）

2000

4000

6000

8000

10000

蓄積増加量の平均

（万ｍ３）

6
‐4000

‐2000

0

国産材供給量の平均

資料：「森林資源現況調査」、「木材需給表」

注：このほか、林野庁の推計では、林地残材が約2,000万ｍ３（H19）発生している。

S57～61 S62～H2  H3～7 H8～14  H15～19



（３）国産材の競争力の向上

○ 中国等における需要増や為替相場の変動などにより、外材価格は変動する一方、国産材の価格変動は緩やか。

○丸太価格 推移 ○製品価格 推移

80,000

円/ｍ3

○丸太価格の推移 ○製品価格の推移

(H21.8)25 000 スギ中丸太

円/ｍ3 北洋ｴｿﾞﾏﾂ丸太

23,800

65,000

70,000

75,000 スギＫＤ正角 ＷＷ集成材

スギＫＤ正角

59,100

( )

(H21.8)

19,000

21,000 

23,000 

25,000 スギ中丸太

北洋ｴｿﾞﾏﾂ丸太

北洋ｶﾗﾏﾂ丸太

北洋ｶﾗﾏﾂ丸太

17,300

50,000

55,000

60,000

(H21.8)

( )

WW集成材
46,500

13,000 

15,000 

17,000 

9,000 

スギ中丸太

11,300

40,000

45,000

H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19/3 6 9 12 H20/3 6 9 12 H21/3 6 9 12 H22/1

(H21.8)

9,000 

11,000 

H14 H15 H16 H17 H18 H19/3 6 9 12 20/3 6 9 12 21/3 6 9 12 22/1

資料：農林水産省「木材価格」、日刊木材新聞
注：１）規格は、すべて 10.5×10.5㎝ 長3.0m

ＷＷ集成材は、販売店着価格
スギＫＤ正角は 木材市売市場 木材センタ 及び木材問屋における小売業者

資料：農林水産省「木材価格」
注：１）規格は、

スギ中丸太 径14.0～22.0㎝ 長3.65～4.0m
北洋エゾマツ丸太 径20 0～28 0㎝ 長3 8m以上

スギＫＤ正角は、木材市売市場、木材センター及び木材問屋における小売業者
への店頭渡し販売価格

北洋エゾマツ丸太 径20.0 28.0㎝ 長3.8m以上
北洋カラマツ丸太 径20.0㎝以上 長4.0m以上
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（１）製材

５ 国産材シェアの拡大

○ 我が国の製材用材の需要量のうち８割が建築用。このうち７割が在来工法住宅に使用。

○木材の需要構造 （単位：千m3 丸太換算）

供給量 外材 59,234国産材 18,731
77,965 (76)(24)

製材用材 27,152
(35)

パルプ・チップ用材 37,856
(49)

合板用材 10,269
(13)

製品 32,723
(42)

丸
太

製品
6,283

国産材
5,113
(7)

外材 32,743
(42)

用材種類別
国産材・外材別 国産材

11,110
(14) 丸太

5,723
製品
10,319

国産
材

外材 8,132
(10)

外材 16,042
(20)

製材用材の用途別需要量は、製材用材の需要量について、国産材・外材需要量別に、
「平成16年木材需給報告書」の「材種別 用途別製材品出荷工場及び出荷量」の

注）

2,137
(3) 1,849資料： 林野庁「平成20年木材需給表」　　( )は全供給量に対する割合

国産材
( )

用途別
（試算値）

建築用
(28)

外材
( )

○工法別の木材使用量、使用割合（試算）

「平成16年木材需給報告書」の「材種別、用途別製材品出荷工場及び出荷量」の
出荷量の割合を乗じて推計した。

（単位：万m3）

木材使用量
（丸太換算前）

木材使用量 製材 工法別集成材 合板 国産材

(10) (18)

国産材 外材 国産材 外材 国産材 外材

2,300 660 905 50 465 10 210

(100%) (29%) (39%) (2%) (20%) (0%) (9%)

640 50 475 0 15 0 100

(100%) (8%) (74%) (0%) (2%) (0%) (16%)
8% 19%

（丸太換算前）
（m3/戸）

２×４工法 25.02

（丸太換算） シェア

在来工法 24.44 31% 70%

シェア

資料、注釈については、次ページの表下を参照。

RC／SRC／S 360 115 85 0 0 5 155

2.63／2.68／1.83 (100%) (32%) (24%) (0%) (0%) (1%) (43%)

3,300 825 1,465 50 480 15 465

(100%) (26%) (45%) (1%) (14%) (0%) (14%)
計 27% 100%

マンション等
非木造

33% 11%
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○在来工法における部材別木材使用量及び割合（試算）

万ｍ3 国産材 外材 国産材 外材 国産材 外材 国産材 外材

集成材の使用量が急速に増加し そのシ アは５割

備　　　　　　　　　　考製材 集成材 合板 計

使用量
(丸太換算)

割　　　　　　　　　　　　合

部材別
シェア

28% 72% 7%
・外材の製材が全体の５割で、ベイツガが主体
・国産材はヒノキが主体

0% 22%土 台 160 28% 50%

54% 46% 16%
・集成材の使用量が急速に増加し、そのシェアは５割
・集成材はWW、RWが主体

9% 42%柱 370 45% 4%

36% 64% 42%
・構造用合板の利用増加に伴い、羽柄材については減少傾向
・製材はスギが主体、合板は北洋材が主体

1% 10% 1% 22%
羽柄材
・

下地材
960 34% 32%

5% 95% 28%
・国産材シェアは５％であり、ほとんどが外材
・製材はベイマツ、集成材はWW、RWが主体

0% 22%梁・桁 650 5% 72%

31% 68% 100%2% 20% 0% 9%計 2,300 29% 39%

56% 44% 7% ・当該部材のシェアは１割弱3% 22%
造作材
・

仕上材
160 53% 22%

下地材

資料：１） （財）日本住宅・木材技術センター「木造軸組工法住宅の木材使用量（平成１３年度調査）」

２） 国土交通省「平成１５年建設資材・労働力需要実態調査」

３） 国土交通省「平成１７年住宅着工統計」

４） （財）日本住宅・木材技術センター試算

５） （社）日本木造住宅産業協会「プレカットの現況に関する調査」

,

５） （社）日本木造住宅産業協会 プレカットの現況に関する調査」

　

注：１） 木材原単位について、全体量は資料２から、構成比は資料１を使用。

２） 丸太換算率は５０％とした。

３） 柱は、小屋束、床束等を、土台には、大引き等を、梁・桁には、胴差等を含む。

４） 製品別の振り分けは、柱については資料４を、羽柄材、下地材、仕上材、造作材については資料１を、

　 その他については資料１及び資料５を使用。

５） 合板については国産材利用率を用いて振り分け。

６） 土台 梁の使用量については 資料１に基づき横架材を振り分け６） 土台、梁の使用量については、資料１に基づき横架材を振り分け。

７） 羽柄材、造作材のうち集成材については国産材利用率を用いて振り分け。

８） 四捨五入のため割合の合計は１００％にならない場合がある。
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（２）集成材

○ 構造材における集成材のシェアは拡大傾向で推移。柱材におけるシェアは５割。

○ 19年以降、集成材の国内生産量及び輸入量は減少傾向、国産材の使用割合は低位。

(千ｍ3)

○在来工法における柱材の樹種別使用割合 ○集成材の国内生産量及び製品輸入量の推移

971

2,500

3,000

製品輸入

国内生産（外材）

国内生産（国産材）

(千ｍ )

2 131

2,280
2,345

2,646

2160
25

11

32 34

51 50 51

80%

90%

100%

集成材

（国内生産＋輸入品）
外国製材品

（輸入品を含む）
ｴｿﾞﾏﾂ･ﾄﾄﾞﾏﾂ製材品

606

647

724
792 833

971

814

534
1,500

2,000

1,636

1,820

2,131

1,827

17

21 18

3 3 4

40%

50%

60%

70%
ヒノキ製材品

スギ製材品

889
1,018

1,234
1,295 1,321

1379

1098 1067

500

1,000

42

32 30 27 27 27

12 15
16 17 16

10%

20%

30%

40%

141 155 173 193 191
296 248 226

0

H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20
0%

10%

H7 H9 H11 H13 H15 H17 年

資料：財務省「貿易統計」、日本集成材工業協同組合調べ

注：国産材については、日本集成材工業協同組合調べから林野庁で推計。

出典：（財）日本住宅・木材技術センター
「木材需給と木材工業の現況」

注 国産材に ては、日本集成材 業協同組合調 から林野庁で推計。
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（３）合板

○ 構造用合板は 住宅資材としての施工性に優れていることなどから 生産量が増加

2,137
千 3

○用途別の合板製造量の推移

○ 構造用合板は、住宅資材としての施工性に優れていることなどから、生産量が増加。

○ 合板用素材は、スギ・カラマツを中心として国産材のシェアが急増。

○合板用素材（国産材）の供給量の推移
千 3

592
1,500

2,000

広葉樹

その他針葉樹

カラマツ

,

1,632
1,827 

2,133 
2,239 

2,380 2,300 

2,041 

2,000 

2,500 

千m3

構造用合板

ｺﾝｸﾘｰﾄ型わく用合板

千m3

1061
1297210

217

386

500

1,000

スギ 1,632

863

546

360

1,190 
1,340 

508 517 
234500

1,000 

1,500 

130
266

542
803

115

171

0

H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20

360
279

182
322 234 

185 131 61 35 

0 

500 

13 14 15 16 17 18 19 20 年
資料：農林水産省「木材需給報告書」「木材統計」資料：農林水産省「木材需給報告書」、日本合板工業組合連合会調べ

2.9 97.1H9

国産材 外材

4575
4941

4570
4881

5000

6000

合板輸入量

○合板用素材の国産材と外材の比率 ○合板輸入量の推移
千m3

53.6

31.2

5.9

47.4

68.8

94.1

H20

H19

H14
4575 4570

4008
3560

2844
2000

3000

4000

64.8 35.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H21

0

1000

H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21資料：農林水産省「木材需給報告書」「木材統計」、「合板統計」
○○○平成21年は、速報値 11資料：財務省「貿易統計」



（４）チップ

○ 国産チップの原材料は原木や製材工場等の残材が主体。○ 国産チップの原材料は原木や製材工場等の残材が主体。

○ 木材チップの用途は、製紙用、木質ボード、家畜敷料等で、製紙用が主な用途先。

○原材料別の木材チップ生産量
単位 万 ３単位：万m３

区分 計
原材料別

素材 工場残材 解体材等 その他

平成3年 1,601 879 686 30 6

8 1,120 471 585 63 1
資料：農林水産省「木材需給報告書」

注）平成18年は絶乾重量（ｔ）を容積に換算した数値。

8 1,120 471 585 63 1

13 1,024 389 488 144 4

18 1,204 429 493 269 14

○木材チップの需要の現状 （H20年推計）○木材チップの需要の現状 （H20年推計）

製紙用国産針葉樹

製紙用
輸入針葉樹

製紙用
国産広葉樹 製紙用輸入広葉樹

木質ボード 家畜敷料

製紙用針葉樹チップ 製紙用広葉樹チップ
（万m3）

736 520 227 1900 約320 約300

製紙用国産針葉樹 輸入針葉樹 国産広葉樹 製紙用輸入広葉樹
木質ボ ド 家畜敷料

用等

製紙用 3,382万m3

12

資料：経済産業省「紙・パルプ統計年報」、林野庁業務資料




